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<要旨>
企業における人的資源管理は近年、戦略的人的資源管理へ移り、戦略的な視点から管理
が強化されるようになっている。そのため、企業業績と人的資源管理の関係に焦点が置か
れ、一方で、ヒトという経営資源の人間的存在としての人間重視は軽視される傾向にあ
る。本稿では、企業経営を支える人的資源管理の有効的実践には、人的資源理念である
「ヒトにおける経営資源・人間存在という 2つの人間重視」の両立が必要不可欠であり、
企業側と従業員側の両視点からの管理構築が重要であることを改めて示した。さらに、組
織文化が両視点を結び付ける役割を担っており、企業の目的達成、人間重視の実現には、
戦略と人的資源管理が組織文化と緊密関係を保つことが重要であることを明らかにした。

キーワード：人的資源管理、組織文化、戦略的人的資源管理、人間重視
Keywords： Human Resource Management, Organizational Culture, 

Strategic Human Resource Management, Human-respect

1 .	 はじめに

近年、企業を取り巻く環境の激化の中、雇用形態は一様ではなくなり、従来の人事シス
テムでは企業成長への貢献が難しくなっている。そのため、企業における人的資源管理の
再構築が重要視されるようになりつつある。人的資源管理は、企業の中の重要な経営資源
であるヒトの管理であり、その適切な実行は、ヒトを確保し、成長させ、蓄積を可能に
し、企業経営を成功に導くための重要な役割を担う。すなわち、企業の戦略や成長、目標
達成に向けた行動へと促す仕組みの中心を、人的資源管理が担っている。さらに、人的資
源管理を順調に実行するためには、その制度自体や企業戦略、目標達成など企業レベルの
視点に留まらず、個人の能力・価値観・行動といった個人レベルの視点にも焦点を当て、
双方の視点から施策を策定する必要がある。
人的資源管理は、前提として 2つの人的資源理念、「経済的資源としての人間重視」と

「人間的存在としての人間重視」で構成された管理理念の上に成り立つ。しかしながら、
不安定な市場環境下で、企業は生き残りをかけ戦略展開を進めるため、上記 2つの理念
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のうち、企業側の視点である「経済的資源としての人間重視」を重要視しているとされて
いる1-3）。企業業績と人的資源管理を結び付けることは短期的な成果を得るかもしれない
が、長期的には企業存続という使命に深刻な影響を与える可能性がある。
一方で、人的資源管理のシステムや施策は、表面上はどの企業も同質的であり、似たよ
うな管理方法が採用される傾向にある。しかしながら、類似的な施策であっても、業績に
対して同じような結果が得られるわけではない。企業により環境やヒトという経営資源自
体が同様でないことは言うまでもないが、結果の相違性には、企業内部の何らかの影響因
子が存在しているという仮説が立つ。
以上を踏まえ、本稿では、人的資源管理の有効的実践に対する、「経営資源と人間的存
在」、 2つの人間重視の重要性について、先行研究のサーベイを通して考察を行う。さら
に、人間重視の実現に影響を与える因子についても検討する。

2 .	 人的資源管理の変遷

適切な経営戦略を立案し実行するのはヒトであり、経営資源を活用し価値を生み出すの
もヒトである。つまり企業はヒトによって成長し企業活動を実現している。そのため、企
業はヒト（人的資源）を他の経営資源よりも特別な資源として積極的に捉えようとし、組
織におけるヒトの管理法を発展させてきた。アメリカにおいてヒトの管理は、大きく見
ると人事労務管理（以下PM:Personnel Management）、人的資源管理（以下HRM:Human 

Resource Management）、戦略的人的資源管理（以下SHRM:Strategic Human Resource 

Management）と変化している4）。 2章では、まず管理の推移を概観し、次に概念的枠組
を中心に各管理システムの特徴を抽出する。それを踏まえ、各システムにおけるヒトの位
置づけを考察する。

2-1．	人事労務管理（PM）から戦略的人的資源管理（SHRM）へ
人事労務管理（PM）は、1920年頃のアメリカにおいて生成されたと言われている5）。そ
れまでは、労働者個人の経験や勘に任せる成行管理が一般的であったが、労働の質を統制
し作業や手順を科学的に管理しようとする動きが生じる。当時、Taylor （1911）の科学的管
理法は大きな影響あったとされる6）。この科学的管理法は、労働者が達成すべき標準的作
業量を時間研究などから算出することにより、課業を科学的に設定し、個人差を考慮する
ことなく労働者を一括して管理する方法である7）。客観的な基準を設けることで、労使双
方に協調的関係を築く狙いがある一方で、合理性を追求した科学的な管理であるため、こ
のシステムでは、労働者を道具や機械のようにコントロールする対象とみなしていた。つ
まり、機械のように従業員を統制し作業能率の向上を図ろうとしたのである。こうした内
容の管理は、労働者を効率的に活用できるようになったものの、労働者への人間観は持た
ず、作業効率だけを求めたものであった。やがて、その機械的な労働者観に批判が強まる
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ようになっていく。
さらに、シカゴで1924年から1932年まで行われた「ホーソンにおける産業研究（ホー
ソン実験）」において、管理における労働者に対する人間観がより重要であることが明ら
かになった。実際には、ホーソン実験は作業条件と生産性の関係を科学的に調査しようと
するのもであったのだが、結果として、職場における労働者の感情や人間関係などが作業
能率に大きな影響を与えることがわかったのである。この時代には、このように人間関係
論や行動科学論などの研究が進み、ヒトの管理に大きな影響を与えている8）。

1960年代後半に入り、特に1970年代には、伝統的なPMは、人的資源管理（HRM）と
称されるようになる9）。HRMはそれまでの管理と違い、「経済的資源としての人間重視」、
「人間的存在としての人間重視」という 2つの人的資源（HR：Human Resource）理念で構
成された管理理念を持つ10）。このように、PMでは希薄だった人間観において、HRMで
は、労働者を経済的資源であるとともに人間人格として理解しようとしたのである。岩出
（2002）11）よると、HRMで規定される労働者は現有する能力水準だけで判断されコスト還
元される生産要素ではなく、いまだ活用されていない潜在的な高度な能力をもつ「人間的
存在」であり、その能力の開発と活用を通じて企業により大きな付加価値をもたらす投資
価値のある「人的資産」、ないしは「未開発資源の宝庫」なのである。

1980年半ば以降では、HRMに戦略的視点を組み込んだ戦略的人的資源管理（SHRM）
が議論されるようになった12）。企業競争が激化してきた社会を背景に、人的資源やHRM

システムが、企業経営において、より積極的な意味合いをもち、企業の持続的な競争優位
までをも左右する重要な意味をもつようになる。HRMのシステム志向も強くなり、企業
戦略との関わりがより深くより鮮明になっていくのである。

2-2．管理観における人的資源概念
前述のように、時代の推移とともに、管理システムは変化してきた。各管理には特徴や
相違点があり、次のように多角的に分析されている。
上林（2011）は、イギリスの労使関係学者Storeyのストーレィ・モデル（図表 1）13）を
引用し、PMとHRMについて、その相違点を以下のように 5つに整理している14）。まず
一つ目は、戦略と人事とのリンクが強化されている。全社的な経営戦略との結びつきが強
くみられ、中長期にわたる人員の採用・削減計画など、必ず人事関連のイシューとリンク
させながら計画が立てられている。二つ目に、人とのマネジメントの活動がHRMでは能
動的・主体的な活動として捉えられている。PMでは従業員の給与計算や保険業務等の定
常業務や、労使紛争などを解決するといった、“受け身”的なマネジメントであったが、
HRMは能動的・主体的な戦略管理活動の中心にくるべきマネジメントとして位置づけら
れている。三つ目には、「心理的契約」を重視試用としている。PMでは、従業員は規定
上定められた給与水準に応じて労働するという発想法であったが、HRMでは、経済的側
面での契約と従業員の内的心理に係る心理的契約の重要性が強調されている。契約を締結
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する当事者間の相互期待や相互コミットメントが高まることが前提とされ、組織全体とし
て経営者と従業員間の一体感が高められることを目指しているのである。四つ目に、
HRMパラダイムでは、従業員の職場学習が重視されている。PMの時代には、企業にお
いて従業員はコスト（人件費）として捉えられていた。HRMでは従業員はコスト要因で
はなく、教育し成長しうる「競争優位の源泉」として捉えられるようになった。五つ目に
は、HRMパラダイムにおいては、集団全体よりも個々の動機付けを考慮している点が
PMパラダイムとは異なる。組織成員を集団的に取り扱うのではなく、個々人に対し
フォーカスを当てている。PMの時代では重要であった労使関係的側面、すなわち、職場
における労働組合代表者の役割や従業員全員と経営者との対立関係といった集団的側面の
影が薄くなっている。

このように上林の 5つの指摘は、前半の 2つに戦略的な関連の指摘、後半の 3つには
従業員に対する労働者観・人間観の変化にともなう相違点が現れていると言える。また、
田中（2014）も人間観の変化を指摘する15）。PMでは人間を代替可能な労働力と捉えていた
が、HRMでは人間を開発可能な資源あるいは社会資産とする人間観へ変化している。

図表 1 ．人事労務管理（PM）と人的資源管理（HRM）の対比（ストーレィ・モデル）

出所） 上林憲雄（2011）23頁より引用
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さらに岩出（2002）は、PMからHRMへの変化を端的に言えば、労働者観の変化にある
とした。岩出が示したPMとは異なるHRMの 5つの理論的特徴（図表 2）からも読み取
れる。PMでは労働者を生産要素としての労働力とみなしていたが、HRMでは企業に新
たな経済的な付加価値をもたらす人的資源として労働者を捉えているのである。また、こ
の基本的なHRMの特徴はSHRMにも引き継がれる。SHRMはHRMの労働者観を包括し
つつ、労働者を新たに戦略的資源として捉え展開されていくのである。
このように、ヒトの管理がPMからHRM、SHRMと進む中、その管理の相違点において、
労働の中心であるヒトへの概念変化が特徴的に現れる。PMの時代以降、人的資源理念が
深く関わるようになった背景もあり、管理システムにおけるヒトへの概念は、その存在や
感情を尊重された人的資源として捉えられるようになった。それは人的資源管理が目指
す、労働者と組織の双方にとって利益をもたらすシステムであるという根本的原理への進
化的適合であるようにみえる。

2-3.	 人間観に対する批判的観点
HRM以降、管理における人的資源の尊厳は向上したように見ることができる。しかし
ながら管理システムの人間観・労働者観の概念変化が進んでも、実際に管理される側と
管理する側の利益の統合が図られているかという疑問が残る。HRMでは労働者を人的資
源と呼び、その存在が尊重されたとはいえ、一つの資源として労働者を管理する事実が
ある。さらにSHRMの管理では戦略性が強くなり、組織戦略として人的資源を管理する。
組織の目的達成を追求しながら、労働者である前にヒトである存在や感情の尊重が可能で
あるかという疑問である。
櫻井（2014）はHRMの人間観として特徴的なのはヒトの人間性を強調する点ではなく、
ヒトの人間性に資源的価値を見出そうとすることである16）と指摘している。また、三戸
（2004）は、「人間は組織にとって諸々の原材料・機械装置の物的資源と同じ資源であり、
個々の原材料や機械の特性が非常に重要であるのと同様に、人的資源の特性もそれ以上に
重要であるとして、これを科学的に把握するが、それはあくまで組織存続にとって、機
能性追求の限りにおいて重視されるのである」2）と指摘した。さらに、岡田（2008）は、
HRMにおいて労働の人間化の側面が議論されるようになったことは労働生活の質に対す

図表 2 ．HRMの理論的特徴

① 労働者観の修正 最も重要な経済的資源（人的資産）
② 人事労務管理の地位と役割 利益創出職能としての意義
③ 人事労務管理の担い手 ライン管理者の人事労務管理責任の重視
④ 人間的存在としての従業員の取り扱い 労働意思管理の拡充
⑤ 従業員コミットメントの重視 集団的労使関係の看過

出所）岩出博（2002）10-11頁より筆者作成
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る研究に大きな役割を果たしたが、それは従業員の「労働生活の質的向上」であり、労働
者生活に焦点を当てた「労働者生活の質的向上」ではないとしている17）。つまり、HRM

以降の人間観は、機械のように見なされていたPMの人間観から進歩し労働者としての尊
重は得たが、それは労働者である人的資源としての尊重であり、ヒトとして尊重を得たも
のではなかったのである。
また、HRMはその特性から集団的労使関係を看過する管理でもある。PMのように労
働者を集団的に管理するのではなく、HRMでは個人を尊重し、個人の動機付けなどに考
慮しながら組織目的の達成が目指される。つまりHRMは個人を対象に対応し、個人満足
を促し不満を解消する。それにともない、労働者の基本的権利・人権・利益を確保しよう
とする労働組合の結成、加入感情が解消されるようなった18）。PM時代の労使の対立的関
係といった集団的側面がHRMでは影が薄くなり、世界的に見ても実際に労働組合員数が
減少してきた時期はHRMの勃興してきた時期とほぼ合致すると言われている19）。この変
化は、それまでの利害対立的関係ではなく、HRMが従業員コミットメントなどを重視し、
労使双方が同一目標に向かって協力していけるような協調関係を築こうとしたことに起因
すると考えられる。しかしながら、HRMは企業が従業員を効率よく働かせる戦略的な方
法であり、その両者の間には根本的な矛盾が存在する20）。
このように、HRM、SHRMは、労働者を人間として扱うソフトな管理方法と言われて
いるが、一個人である人間としての尊重や重要な権利が軽視されていることは否めない。
次章では、HRMのこの批判的側面から、改めて組織と労働者の双方の利益を目指せる管
理システムについて検討する。

3 .	 人的資源管理における影響要因

HRMにおいて、ヒトはコスト要因ではなく経済的資源として重要視され、経営戦略に
活用される。「経済的資源としての人間重視」、「人間的存在としての人間重視」の 2つの
理念に依拠し、組織の目的と労働者の目的の統合がHRMの目指すところであると言える。
しかしながら、前述したように、HRMの戦略性重視の傾向が強まるのに応じて、ヒトの
人間性の軽視が進むという相反性が生じている。SHRMではさらに戦略性重視の進化に
ともない、人的資源管理が戦略の一環として他の物的資源と同列に扱われ、手段化する必
然性を内包しているという指摘もある21）。そこで 3章では、HRMやSHRMの先行研究に
おいて、その進化、発展についての議論がどのような観点からなされているのかを考察
し、組織と労働者の両者の目的実現の可能性を検討する。

3-1.	 HRM研究・SHRM研究の焦点
HRMは1980年代半ば以降、より戦略的な視点が強まり、HRMを組織成果へつなげる
ために企業戦略と相即するSHRMの重要性の議論が数多くなされている。SHRMの研究
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は、フレームや概念の洗練化が進められ、その分類についても様々な取り組みが考えられ
ている。具体的には、従業員の能力開発や組織コミットメントの獲得を重視する「ベス
トプラクティス・モデル（最善施策モデル）」（best-practices model）と経営戦略と人材マ
ネジメントとの適合を重視する「ベストフィット・モデル（最善適合モデル）」（best-fit/

strategy-fit model）の 2つに分類される22）。しかし、SHRMの分類については、必ずしも
研究者間で合意がされているわけではなく、なお問題は多く残る。現在では、次に示すア
メリカにおける方法論である 3分類に収束する傾向があるとされている23）。①ベストプラ
クティス・アプローチ（best practice approach）、ないしは普遍的アプローチ（universalistic 

approach）、②コンティンジェンシー・アプローチ（contingency approach）、③コンフィ
ギュレーション・アプローチ（configuration approach）の 3分類である。以下に岩出（2013）
による 3分類の特徴を示す。

①ベストプラクティス・アプローチ（best practice approach）
HRMと企業業績の関係上、経営戦略を含むあらゆる状況・組織に普遍的に妥当する最
善のHR施策としてHPWP（High Performance Work Practices：高業績をあげる労働施策）
のリスト化を図る。1960年代後半以降のアメリカにおける対立的な労使関係の改善や従
業員の職務満足やコミットメントの改善・向上をめざすQWL（Quality of Working Life）
運動の実験的な成功体験の積み重ねを踏まえた提案を行う。
②コンティンジェンシー・アプローチ（contingency approach）
企業業績の向上において、HRMが有効であるためにはHRMが組織の他の局面と一貫
していなければならないという「外部適合」（external fit）の見方から、経営戦略とHRM

システムの最適な整合を追求する。HRMを経営戦略実行の手段と位置づけ、経営戦略の
特性に応じたHRM編成を作り上げることをめざす。
③コンフィギュレーション・アプローチ（configuration approach）
経営戦略とHRMの整合と言うコンティンジェンシー・アプローチの問題意識を踏まえ
つつ、同時にHR施策間のシステム的シナジー作用を重視した「内部適合」（internal fit）
をもつHR施策の最善の編成としてのHPWS（High Performance Work Practices：高業績
をあげる労働システム）を追求する。企業調査にもとづく実証的な方法論を特徴として
いる。

このように、SHRMの分類の焦点からわかるように、HRM・SHRM研究では、「経営戦
略 ─ HRの施策 ─ 企業業績」の 3変数間に注視し分析がなされるようになっている。また
Bratton （2009）も「SHRMとは業績を改善するために組織の戦略目標と人事機能とを連結
する過程のことである」24）と述べているように、「業績」に焦点が当てられているのである。
さらに、図表 3は、SHRMの定義とその記述のリスト（江 ,2004）25）であるが、いず
れもHRやHRMが戦略や組織の業績達成と強く結びついているのがわかる。また、三崎
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（2014）は、SHRMの特徴として、①人的資源およびHRMを競争優位の源泉とみなす、②
HRMと組織戦略の適合を重視する、③HRM施策間の適合を重視する、④HRMと組織業
績の関係に焦点を置く、を挙げている26）。このように、HRM、SHRM研究は、「経営戦
略 ─ HRの施策 ─ 企業業績」に表れているように、経済的な企業目的の達成、つまり企業
業績の向上に焦点が向けられている。その結果として、従業員を競争優位の源泉として認
めているものの、従業員は経営資源として重要視されるものとなり、従業員に対する真の

図表 3 ．SHRMの定義と記述

出所）江春華（2004）117頁より引用
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人間性の軽視が誘発されていると言える。
しかしながら、HRM・SHRM研究において、理論的には、適切なHRMを採用するこ
とは企業業績に寄与するとされるものの、HRMと企業業績との関係に関する実証研究
は少ない、あるいは結果が一貫しないという現状がある26）。鳥取部（2009）は、Becker & 

Huselid （2006）が、SHRM論において依然として人材マネジメントと企業業績との間に「ブ
ラックボックス」があるとする指摘を引用し、特定の人材マネジメントシステムと企業業
績との間に相関関係は見られるものの、それらを結びつける明確な理論やメカニズムの解
明に欠けていると指摘している27）。それは、企業業績に影響を与える要因が多様であり、
それらを統制し分析を行うことが困難であることが原因の一つと考えられる。このよう
に、HRMやSHRMの有効性の実証には、従来のようなHRM・SHRM研究の理論ベース
にあった「経営戦略 ─ HRの施策 ─ 企業業績」の変数による分析だけでは限界があること
がわかる。したがって、 3つの変数以外の影響要因を検討することが、企業業績と人的資
源の両者における目的達成を可能にする手掛かりとなる。

3-2.	 HRM遂行と組織文化
HRM・SHRMにおいて、その有効性、定義づけ、実証などの研究が進む中、戦
略 ─ HRM ─ 業績が重要概念として捉えられていた。しかしながら、その概念に基づき
HRMと企業業績において直接的な相関関係を見出そうとすれば、ブラックボックスの出
現、人間性軽視が進行してしまうという問題がある。それらを踏まえ、HRMの有効性や
成功基準において、従来の概念基準や、HRMと企業業績が直結するという関係性を捉え
なおす必要がある。そこには、企業の業績向上と従業員の人間性重視という、HRM本来
の両者の目的実現につながる可能性も含んでいると考える。
まず、HRMの有効的な実践には、戦略の選択やHR施策などが大きな問題として捉え
られているが、さらにHRMの構築・実行過程や組織文化にも注視することが重要である
と考える。本来、HRMの管理領域は大きく 3つに分けられ、さまざまな施策が検討され
る。従業員の採用から退職までの人材フロー管理や、育成・評価・報酬などを含めたモ
チベーション管理、そして労働環境や福利厚生などの労働諸条件管理における施策であ
る28）。したがって、これらの非常に多様な施策群が企業目的や戦略と関わり、適切に計
画・実行される過程において、企業活動のベースとなる組織文化が深く関わることは想像
に難くないのである。
組織文化について、加護野（1988）は、組織構成員によって内面化され共有化された価
値、規範、信念のセットである29）とし、高木（1995）は、組織自らが活動のしかたや規則
の体系をつくり出しているもの30）と述べている。またSchein （1985）は、「グループが外
部への適応、さらに内部の統合化の問題に取り組む過程で、グループによって学習され
た、共有される基本的な前提認識のパターンである。このパターンはそれまで基本的に効
果的に機能してきたので適切なものとして評価され、その結果新しいメンバーに対し、こ
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れらの問題に接して、認識し、思考し、感じ取る際の適切な方法として教えらえる。」31）

と述べている。このように組織における施策の計画や遂行などの場面において、組織文化
は組織構成員の意思決定や行動に一貫性を与え促進させる。そのため、図表 4のように、
組織文化が企業戦略やHRMと密接につながる場合、従業員の戦略に対する理解や認識は
より深くなり、HRMの策定や施策の実行においても協働の成果が向上すると言える。し
たがって、企業戦略とHRMが組織文化と緊密関係を保ち遂行されることが、最終的な企
業業績に大きく貢献すると考えられるのである。

また、HRMと組織文化の関係性について、石井ら（1985）は、HRMは組織文化の形成
や伝達において、特に重要な意味を持つと述べている。HRMの諸制度の中の、特に採用・
教育・評価の 3つは、組織の独自文化の形成に強い影響を持ち、さらに文化を強化する手
段であると説明している。また、戦略と組織文化の関係性についても、石井ら（1985）は、
経営戦略の策定や実行に、組織文化が大きな影響を及ぼすとしている。企業の統一された
価値観や行動規範が支えとなり、企業戦略が展開されるのである32）。このように、HRM

と企業戦略は、もともと相互に関係を持つ組織文化を媒体として、一貫した戦略、施策を
策定し実行できる。そのため、両者における組織文化との緊密性の保持が、企業業績向上
への鍵になると結論づけられる。
さらに、HRM研究において、組織文化の強度が企業業績に関わっていることを示した
先行研究がある。鳥取部（2009）によると、すでにBowenとOstroff （2004）は、図表 5に示
すような理論枠組みの構築を進めている。HRMにおける人材マネジメントの役割の一つ
は、企業の目標やその達成のために必要とされる行動を適切に従業員に伝えることであ
る。企業の目標や欲する行動が適切に解釈されるような個人の心理的風土をつくり、それ
を従業員に共有された状態、すなわち組織風土にすることが、企業業績を向上するとして
いる33）。つまり、この理論枠組みにおいて、HRMシステムの強さが、強い組織風土に結
びつき、企業業績につながることが予想されているのである。

図表 4 ．HRMの概念図
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このようにHRMと組織文化の関係における研究は進められているものの、その数は少
なく、特に両者の関係にまで踏み込んだ研究は極めて少ない34）。しかしながら、前述した
ように、HRMと企業業績におけるブラックボックスにおいて、HRMと組織文化の関係を
明らかにすることは、その解明に向けた一つの方法であると考えられる。また、組織文化
は組織構成員である従業員によって構築されるものであるため、個人の行動や感情といっ
たものを看過することはできない。したがって、HRMにおける企業業績の目的達成とと
もに、従業員の経済的資源・人間的存在としての人間重視という基本理念の実現には、組
織文化も含めた研究の発展が必要不可欠である。

3-3.	 組織文化の認識
HRMの有効的な実践において、組織文化が重要な影響要因の一つとして捉えられるこ
とが示された。一方で、その組織文化構築の中心となる従業員においても、組織文化への
認識は高いと考えられる。組織文化とは価値観や行動のベースになる明文化されていない
従業員に共通の概念であった。さらにSchein （1985）は、「すべての文化の核心にあるもの
は、個人がお互いを関係づけ、自分たちの属するグループを安全で、居心地よく、生産
的にする適切な方法についての前提認識である」35）とも述べている。このように組織文化
は、個人が企業に属し協働する上での前提認識であり、従業員は所属する企業の組織文化
を十分に理解し企業活動に参加しているのである。彼らはHRMにより配置された職場で
自分の役割を果たしながら専門性を高めていく。その後も異動を重ね、いくつかの仕事
を経験しながら、自分のキャリアを築いて行く。このように、HRM下において、能力開
発を行いながら企業活動への貢献を継続する中で、組織文化は従業員の価値観や行動の
拠り所となっているのである。したがって、HRMや戦略と組織文化の緊密性を保つこと
は、従業員のそれらに対する肯定的受容を可能にし、企業への貢献の促進につながると言
える。
次で説明するように、従業員の組織文化への意識は、企業に所属する前にもすでに高
い。図表 6は、大学生の就職活動における企業選択の基準に関するアンケートである。
最も多かったのは「雰囲気・社風（71%）」である。次いで、「成長できるか（59%）」、「現
場社員の対応・様子（57%）」、「自分のやりたいことができるか（55%）」の 4位までの項
目を、 5割以上の学生が企業選択基準として挙げている。一方で、「知名度」や「安定」

図表 5 ．HRMシステムと組織風土の関連性

出所）鳥取部真己（2006）72頁より引用
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などは 2割弱に留まっている。この結果から、個人が働く上で、企業そのものを捉える
より、企業の持つ風土、環境、背景など、つまり組織文化が自分に相応するかを重要視し
ているということが言える。正規の就業経験のない学生において、組織文化への理解、あ
るいは認識が高いということを正確には言い難いが、おそらく組織文化の気配を敏感に感
じ取り、働く上で重要な要素として捉えていると推測される。
このように、企業における組織文化の存在は、働く個人も強く認識している。本稿で
は、人的資源管理における企業の目的「企業業績向上」と、労働者の目的「人間としての
尊重獲得」という、両者の目的実現の可能性を検討する中で、組織文化が影響要因として
考えられることを導いてきた。組織文化の特徴として、一つの組織には一つの組織文化が
備わっている37）。したがって、組織文化が異なれば、環境や企業構造が同型であっても、
戦略やHRM、その遂行過程に違いを生じさせ、最終的な成果にも変化をもたらす。前節
の図表 4で示したように、組織文化が企業戦略やHRMと緊密な関係を保つことは、市場
における企業独自の価値を獲得し、業績向上につながる。一方で、従業員の組織文化へ
の認識は強く、それを構築するのも従業員である。したがって、その従業員を管理する
HRMにおいて、組織文化に寄り添った施策を策定・実施することは、労働における個人
の感情や信念への看過を減少させ、組織コミットメントを高め、従業員の企業貢献への継
続を可能にすると考えられる。つまり、HRMの有効的な実践において、組織文化を影響
要因の一つとして捉え、変数として検討することは今後のHRM研究に必要不可欠である
と考える。

図表 6 ．企業選びの基準

出所）Jobweb「2014年度卒大学生・就職活動振り返り調査」36）
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上述のように、従業員と組織文化の関係は重要である。にも関わらず、守島（2010）が
指摘しているように、図表 7に示す経営戦略・事業戦略から企業業績までの一連のつなが
りについて、研究されていない部分がある38）。「人事施策→人間行動・人材価値」の関係
には行動科学の知見があるが、それを除く関係に関するメカニズムはほぼブラックボック
スであるという。これまでHRMにおいて、説明すべき結果変数は戦略達成や企業業績な
ど企業レベルの変数により示されてきた。戦略という企業レベルの変数を個人レベルであ
る人事施策へ結びつけ、さらにこれが人間行動へ与える影響を検討し、企業レベルの結果
変数の業績へ結びつけるという理論がなされていなかったのである。それらを踏まえ、守
島は「職場」における人材管理のダイナミクスを重要視することを指摘している。HRM

の機能の大部分が職場で起こるという事実がある。従業員の評価、教育、意欲の喚起など
基本的な管理プロセスは職場、あるいは職場の人間関係を通じて起こるのである39）。一つ
の企業に一つの組織文化が備わるため、職場の在り方は企業により異なる。従業員がその
職場をつくり、企業業績に貢献しながら、企業全体に横たわる組織文化を根付かせてい
る。したがって、これまで述べてきたように、企業活動の一連の流れの中で、HRMの実
践における個人レベルの変数と企業レベルの変数を結びつける重要な因子として、組織文
化の存在は必要不可欠である。

4 .	 終わりに

近年、HRMは戦略的視点が強化されてきたことにより、HRM、SHRMのシステムは、「戦
略 ─ HRM ─ 業績」の変数により議論が行われる場合が多く、企業業績に直結して考えら
れる傾向が見られた。そのため、HRMの 2つのHR理念である「経済的資源としての人
間重視」、「人間的存在としての人間重視」において、従業員は経済的資源としての要素が
強められ、従業員の前提である人間存在としての人間重視について、もはや論じられる機

図表 7 ．戦略的人的資源管理論の枠組み

出所）守島（2010）72頁より引用
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会は失われつつある。
一方、本稿で論じてきたように、HRMの有効的な実践において、従業員の人間重視の
実現は業績向上に深く関係すると考えられる。特に、企業業績の目的達成は、従業員の個
人成果の結合により実現可能となる。HRMにおいて、従業員一人ひとりが企業内で能力
を磨き労働の質を上げ、その継続的な成果が集積されることで、生産性が向上するのであ
る。この一連の過程を最大限に活かすためには、企業が従業員を尊重する長期的な視点が
必要である。さらに、企業の中で従業員の活力を生む素地をつくり、貢献度を向上させる
ことができるのはHRMである。しかしながら、HRMは企業全体の業績向上を目的とし
たものであるため、従業員側の視点はあまり考慮されていない。この観点より、HRMを
さらに効率的なものにするためには、企業側と従業員側、双方の視点から見直すことが必
要不可欠である。
以上を踏まえ、本稿では、その 2つの視点を結び付ける役割を持つ因子が組織文化で
あることを示した。HRMの機能の大部分は職場で機能し、組織文化は従業員の人間関係
や職場で形作られていく。したがって、企業戦略やHRMが従業員の意思決定や行動など
の拠り所となる組織文化と緊密性を保つことは、従業員における施策の有効的受容や深い
理解につながり、企業活動に好影響をもたらすと言える。同時に、それらの施策は、組織
文化の中心となる従業員において、その人間性重視を実現できるものに近づく。その結
果、長期的視点から見れば、従業員の人間性重視は企業業績に対する従業員の貢献を強固
なものとするのである。この点において、人的資源理念の「経済的資源としての人間重
視」と「人間的存在としての人間重視」の実現の可能性が考えられるのである。
このように、HRMを発展させるためには、その在り方を決定するひとつの因子として、
組織文化を捉えることが重要である。さらに、組織文化の影響を明らかにするために、
HRMにおける採用・異動などの人材フロー管理や、育成・キャリア開発などのモチベー
ション管理などの各局面においても、その作用や効果を詳細に分析する必要がある。
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